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我が国の建設産業は,国 際的な市場開放,国 内建設投資額の減少,指 名競争入札か ら

一般競争入札への変換
,談 合決別宣言等により,「 協調の原理」か ら 「競争の原理」へ

と変化 している.国 内市=場の国際化や,海 外市場への進出等,我 が国の建設産業には国

際競争力を確保す ることが求め られてい る.本 研究では米国におけるプ ロジェク トマネ

ジメン ト技術の実態を把握 し,我 が国のプロジェク トマネジメン ト技術 レベルの実態調

査 を実施 し,こ れ らの調査結果に基づき,プ ロジェク トマネジメン ト技術の観点か ら我

が国の建設企業の国際競争力 を検証 し,今 後の方策を見出すことを試みた.

【キー ワー ド】:国 際競争力,プ ロジ ェク トマネ ジ メン ト,契 約管 理,設 計変 更 、 ク レーム

1.は じめに

我が国の建設市場は,1996年1月 のWTO政 府調達協

定発 効 以降,海 外 企業 に対 して解 放 され てお り,
""国内建設市場 の国際化"1)が 求められている

、同時

に,国 内建設投資 の減少 と海外建設投資の拡大 とい

つた市場変化 を背景に,海 外展開を図る企業群 も存

在 してい る.国 土交通省 は"技 術力","工 程管理

力","メ ンテナ ンス力","資 金力","経 験豊

かな人材"を 我 が国の建設産業 の"底 力"と 捉 え,

"底 力"を 有 し
,業 績拡大,国 際貢献等のため,そ

の力を海外で発揮 しよ うとす る"頑 張る建設企業"

を最大限に支援するとい う方策を打ち出 している2).

これに対 し,日 本の建設産業は国内市場,海 外市

場の両方で適切な準備がなされていない とい う指摘

もなされてい る3).国 内市場の国際化お よび海外市場

への展開は,我 が国の建設産業従事者 に対 して,そ

の行動原理を"相 互信頼"か ら"相 互不信頼"へ 転

換 させ ることを迫 るものである."相 互不信頼"を

基盤 とす る世界市場では契約管理から生まれるプロ

ジェク トマネジメン ト技術の開発 を要求 されるが,
"相互信頼"の 原理で動いてきた我が国の建設産業

は,こ ういった技術は要求 されて こなかった3).し か

しながら,今 後の国内外の建設市場において国際的

な競争力 を確保す るためには,契 約管理に基づ くプ

ロジェク トマネジメン ト技術を具備する必要が生 じ

ていると考えられ る.

本研究は,プ ロジェク トマネジメン ト技術の観点

か ら我が国の建設産業の国際競争力 を検証 し,そ の

向上のための具体策を見出す ことを 日的 とする.国

際建設市場におけるプ ロジェク トマネジメン ト技術

の実態 を把握するために著者の2名(角 崎,吉 永)は

米国のコンサルタン ト企業にて約6週 間プロジェク ト

マネジメン ト技術の実務に携わった.ま た,本 研究

では,上 述のプロジェク トマネジメン ト技術に関す

る知見を基盤 とし,我 が国の建設産業のプロジェク

トマネジメン ト技術 レベルを現地調査およびアンケ
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ー ト調査か ら検証 した.本 研究はこれ らの調査 ・分析

に基づき,我 が国の建設産業が国際競争力を具備す

るための方策 を見出す ものである.

2.国 内外 における建設市場の動 向

(1)国 内における建設投資の減少

図-1.は 我が国の国内建設投資 とGDPの 変動を示

す ものである.国 内総生産(GDP)は 増加傾向を維持 し

ているが,建 設投資は減少基調にある.バ ブル経済

が崩壊 した1990年 代初頭以降 建設投資は急激 に減

少 し,2008年 は50兆 円を割る見込み となっている.

特 に公共事業 は政府 の財政難 を背景 とした事業費削

減 を求め られてお り,1990年 代後半以降の建設投資

全体の減少の主な原因 となってい る.

我が国の建設産業は,国 内建設投資額 の減少 と共

に,指 名競争入札か ら一般競争入札への転換,談 合

との決別宣言等により,"協 調の原理"か ら"競 争

の原理"へ と産業環境が大きく変化 した.こ ういっ

た背景 を受けて,受 注競争が激化 している.こ れに

対 し,最 低価格 自動落札方式 を原則 とした国内の入

札制度 を見値す必要があるとい う議論 もなされてお

り4),我 が国の建設産業の現状は真 に技術力を争 う構

造にはなっていないことが問題視 されている.

本来,技 術力 とは純施工技術だけではなく,コ ス

ト管理,ス ケジュール管理,契 約管理能力や説明能

力 も含むものである.建 設市場ではこ ういった総合

的な技術力によって競争が行われてい る.

我が国では,現 在は品確法の施行や総合評価方式

の導入な どによ り技術競争の基盤が整 えられつつあ

る.こ ういった産業環境 の変化 に適応す るためには,

論理性,透 明性の高いプ ロジェク トマネジメン ト技

術 が必要 となってくる.さ らに,我 が国の国内建設

市場は国際化が進行 している.1986年5月 の米国によ

る関西国際空港プロジェク トへの国際入札要求を契

機 とし,1996年1月 のWTO政 府調達協定発効によ り,

日本の建設市場の国際化は一段 と進む事になった.

これまで"相 互信頼の基盤"で 動いてきた国内の建

設市場に"相 互不信頼 の基盤"が 持ち込まれ ること

になると考えなければならない.国 際競争力 とはこ

の変化 に対応す る力である といってよい.

(2)国 際建設市場における事業展開

図-2.は 我が国の建設企業の海外工事受注高 を示

図-1.我 が国の建設投資 とGDPの 変動

図-2.我 が国の建設企業の海外工事受注高

す ものである.2007年 現在,我 が国の建設企業の約

50社 が国際建設市場で事業展開を行ってい る.

草柳 は我が国の建設企業の国際市場への展開 につ

いて,"日 本建設企業 の海外事業 はこれまでも,国

内建設事業量 の減少を補 う形で行 われて きた.こ の

ため,国 内市場の回復 と共 に縮小す るパ ターンを繰

り返 してきた.海 外事業は.80年 代初頭 より30年 近

く,年 間9,000億 円程度,国 内事業量の2%に も満た

ない ものであった.だ が,-005年 度の海外受注事業

量は1.17兆 円,2006年 度は過去最高の1.65兆 円,

2007年 度 も同等の受注額が期待 されている."5)と

述べ,2007年 には1.68兆 円の受注額 となっているが,

今後,継 続拡大 を続 けて行 けるかは正 に"国 際競争

力の具備"に かかっている.

「我が国建設業の海外展開戦略研究会」は,我 が

国の建設産業 は潜在的 に競争優位 性 を有 しているが,

閉鎖的な発展途上国の建設市場,国 内市場を中心に

した我が国建設業の長年の取組スタンス等,内 外の

要因により競争優位性が十分 に発揮 されていないの
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が現状であるとし,こ の原因の一つは我が国建設業

の行動様式が国内市場 を 「主」,海 外市場を 「従」

と捉 えてきた ことであると指摘 してい る6).

一部の建設企業は
,近 年の国内公共建設投資の減

少傾向 と,海 外建設投資の拡大基調 といった市場変

化2)に対 して,海 外市場重視を打ち出 し,そ の具体策

として国内部門の職員の一部を海外へ振 り向けると

いった動 きを見せている。 しか しなが ら,こ れまで

国内市場 を支配 していた"相 互信頼"の 原理のもと

で業務 を行ってきた国内部門の土職員が海外市場 の
"相互不信頼"の 原理のもとで業務 を遂行す るため

には,相 応の再教育 と意識改革が必要になると考え

られ る.特 に,国 内ではあま り要求 されて こなかっ

たプロジェク トマネジメン ト技術 の修得は重要な課

題の一つであると考え られ る.

3.米 国の プロジェク トマネジメン トの実態

著者の角崎 と吉永が米国 にて携わった実務 は、ク レ

ー ム(Claim)に 関す るものである.な お,草 柳 は国

際建設プ ロジェク トに於 けるクレー ムは,一 般 に以

下の4種 類に分 け用い られ,そ の使用頻度 もほとん

ど例外な く(1)からの順 に少な くな ると述べてい る7).

(1)工 事出来高の請求

(2)追 加及び変更工事 に対する請求

(3)条 件及び状況の変化に対す る請求

(4)契 約違反による損割請求

また,草 柳 は国際建設プ ロジェク トの契約管理に

於 けるクレー ムの定義 は上記(1),(2),(3)で あ り,そ

の基本は正 に 「正 当な権利 に基づ く物事の請求」で

ある7)と も述べている.

角崎 と吉永が従事 した業務は,米 国内の鉄道建設プ

ロジェク トで発生 したク レー ムに関す るスケジュー

ル分析 と資料作成作業である.当 該 プロジェク トに

おいて発生 したク ルームの概要を下記に示す.

・着工約1年 後 に発注者が構造物本体の設計変更

を行った.

・発注者 はこの変更 に伴 う工期延長期間 と追加費

用額をコン トラクター に提示 した.

・コン トラクターは発注者側が提示 した工期延長

期間 と追加費用額を不服 とした.

・発 注者 とコン トラクター の双方 が,そ れ ぞれ

別々の建設 コンサルタン トに分析 を依頼 した.

・角 崎 と吉永 は コ ン トラク ター 側 か ら依 頼 を受 け

た コ ンサル タ ン トで 分析 グル ー プ の ス タ ッフ と

して作業 に従 事 した.

(1)コンピュータソフトウェアを用 いたスケジュール 分析

上述 の 契約 紛 争 問題 の分 析 は,Primavera Systems

社 の プ ロ ジ ェク トマ ネ ジ メ ン ト用 の ソフ トウェ アで

あ るPrimavera Project Planner(通 称:P3)を 用い て行 わ

れ た.こ の ソフ トウェア はCPM(Critical Path Method)

理論 に基 づ き,様 々 な形 式 で作 業 の 期 間的 変 化や 作

業 効 率 の変 化 を表示 す る機 能 を持 って い る.ま た,

プ ロ ジ ェク トの 遂行 に必 要 な作 業 を細 分化(例 えば

80時 間以 下 の作業 単位 に分解)し,こ れ を階 層構造

と して表 したWBS(Work Breakdown Structure)を シ

ステ マ テ ィ ック に構 築す る機 能 も兼 ね 備 えて い る.

当該 プ ロ ジ ェク トで は,発 注 者 と コン トラ クター の

双方 が 日々 の 工事 進 捗 デー タ(Daily report)を 共 有

し,そ れ ぞ れ が この ソ フ トウェア を活 用 して プ ロジ

ェ ク トの遂 行 を管 理 して い た.故 に,設 計 変 更 が発

生 した場 合 に も論 理 的 か つ透 明性 の あ るス ケ ジュー

ル 変化 分 析 と調整 が行 え るシ ステ ムが確 立 され て い

た.こ うい った シ ス テ ム を基盤 と して 第 三者 で あ る

コ ンサ ル タ ン トにデー タ分 析 を依 頼 し,紛 争 の解決

が図 られ て いた.こ の点 は我 が 国 の実 態 とは大 き く

異 な る点 であった.

(2)ス ケジュ-ル 分析 の手法

米 国 の プ ロ ジ ェ ク トにお い て行 われ て い た分 析 は

Window Analysis,お よ びTIA(Time Impacted

Analysis)と 呼 ばれ るス ケ ジュー ル分 析 で あっ た.そ

れ ぞれ の概 要 は下記 の とお りで あ る.

a) Window Analysis

ス ケジ ュール をwindow(一 定 の作業範 囲)に 区

切 り,作 業状 況 変 化 を分 析 す る手法.Total Flow

(合計 の余裕 時 間)を 基 に求 め られ たCritical Path,

Near Critical Pathに 設計 変 更等 で影 響 を及 ぼ した

時 間 を算 出 し各windowに 変化 を与 えた 日数 を算

出す るもの.

b)TIA(Time Impacted Analysis)

WBSに よってプ ロジェ ク トを作業 単位 まで細 分

化 し,各 作 業 の文 書 に よる記録 か ら遅れ た時 間 を

分析 す る手法.

当該 プ ロジ ェク トの スケ ジュール 表 は発 注者 とコン

トラ ク ター の 間 で合 意 され,契 約 的 な拘 束 力 を持 っ

―251―



ている.こ れ は,ク レー ム分析 の基準が設 定 されて

いることを意 味 し,こ うい った分析が生か されて く

ることになる.こ れ らの分析 を行 う為には,施 工方

法 ・作業スケジュールを発注者 とコン トラクターが共

有 し,日 数単位 かつ作業順序 が決定付 け られたスケ

ジュール表や図面,証 拠 となる伝 達記録等 をすべ て

保管 しておく必要がある.

(3)文 書による意思疎通

上述のスケジュール分析 を行 う為 には現場 での作

業指示 をどの ように行 ったかを文書で残 してお く必

要がある.文 書 による意思疎通は,RFI(Request for

Information: 不確定な事項 に関する情報提供の要請)

やFC(Fie-dClarification:金 銭的に影響を与えない範

囲で,設 計図面に変化 を与える作業指示)等,作 業

現場での状況 に応 じて様々な種類が存在す る.こ れ

らの書類 は発注者,コ ン トラクター,公 的機 関等 の

間で意思疎通に よる問題 があった場合 の証拠 として

保管 されていた.

全ての書類 には,指 示 の内容や作成 日時,指 示 を

行 う者 と指示 を受 ける者 の代表者 の署名 が添 え られ

ていた.こ の ように,書 類 自体 が両者合意 の証で あ

り,第 三者 が分析する際 にも,公 正かつ正確 な結果

を見出す ことが可能 となることが分かった.

4.我 が 国の プロジ ェク トマネ ジメ ン ト技 術 レベ

ルの検 証

(1)実 プロジェクトでの実態調査

米国でのプロジェク トマネ ジメン ト技術の実態調査

に次いで,日 本国内のプ ロジェク トマネ ジメン トの

実態調査 を,施 工中のプ ロジェク ト現場にて行 った.

当該 工事 は現在 も契約紛争 が進行 中のため詳細 を述

べることは控えるが,下 記の問題が発生 していた.

a)建 設用地の取得遅延 によって発生 した問題

用地取得遅延の概要は下記の とお りである.

・工事開始前に 発注者の責任で建設用地 を取得

す る事になっていた.

・契約調印後,コ ン トラクター は作業準備 を完了

し,着 工指示 を待っていた.

・発注者 と住 民 との折衝が難航 し,建 設用地の取

得が2年 近 く遅れた.

・この間,発 注者か ら工事中止命令は一度 も出 さ

れなかった.

・工事中止命令は出 され ないため,コ ン トラクタ
ーは現場か ら引き上 げが出来ず

,ず るず る と現

地に駐在す る事にな り経費が累積 した.

本事例の現場説明書には「不測の事態により用地取

得等が遅延す る状況が生 じた場合は別途協議す る」と

記載 されていた ものの,実 際には工期延伸 と追加費

用の協議が進め られなかった.そ の原因の一つは,

下記 に示す よ うな協議基盤の不明瞭 さであると考 え

られ る.

・入札時 において工事費内訳書,施 工計画書 ,ス

ケジュール表は提 出 されていない.こ れ らの書

類 は契約後,実 質的 には工事着工後に提 出 され

るシステムである.

・スケジュール表の精度が低い.コ ン トラクター

か ら提出 され たスケジュール表はバーチ ャー ト

で各項 目の工事期 間のみを記 した もので,作 業

状況の変化 の影響 を分析で きるよ うな レベル の

ものではなかった.

・発 注者 とコン トラクター間の コミュニケーシ ョ

ンは書面ではな く口頭 による ものだ ったため,

事実 を証明す る記録が残 され ていない.発 注者

側 はコン トラクター側 に正式 な書面 として発す

る事 はなく,担 当者同士の打 ち合わせ にて通知

す る状況であった.

両者 ともに 用地所得遅れによる時間 とコス トへ

の影響 を定量的 に算出 していなかった.本 件では結

果的 に工期延伸 は認 め られたが,工 期延伸理 由は建

設用 地取得 に よる ものではな く,設 計変 更 によ る
"追加 工事"の 発生 とい う理由に組み込まれ処理 さ

れていた.

b)物 価上昇による追加 費用請求

コン トラクターは物価上昇によって発生 した追加

費用請求を行った.発 注者 に提出 した請負代金増額

請求資料には,コ ン トラクターの調査による市場単

価 と,物 価上昇対象 と判断 した各材料の数量,寸 法 ・

形状等が記載 され ていた.一 方,発 注者が行った査

定は,自 身が持つ基準に従った単価 と物価上昇対象

数量に基づいて行われ,提 示金額はコン トラクター

側 の請求額のほぼ半額であった.契 約で定められた

交渉期限の終了に伴い,コ ン トラクターは発注者の

提示金額に従わ ざるを得ぬ こととなった.

問題は協議基盤の不明瞭 さである.な ぜ協議基盤
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が定ま らないのか.基 本的問題は契約金額の内訳書

の契約的な位置づけである.公 共工事標準請負契約

約款では工事費内訳書に契約的束縛はない としてい

る.つ ま り,契 約的に工事単価の協議基盤が定まっ

ていないと言 うことになる.

こういった形 での問題解決は,3章 で述べたよ うな

米国の緻密 なスケジュール分析に基づ く問題解決 と

は明 らかに異なる.ま た仮 に発注者 とコン トラクタ

ーが双方納得 した として も
,納 税者 の立場か ら見 る

と不透明感が残 る場合 も想定 され る.こ の ような実

態か ら判断すると,我 が国のプロジェク トマネジメ

ン トには論理性,透 明性が備わってい るとは云い難

い とい うことになる.

(2)ア ンケートによる実態調査

我が国の公共工事にお ける工事管理の実態 を把握

す ることを 目的 として,下 記の要領でア ンケー トを

実施 した.

対象:我 が国の公的発注機 関,建 設企業等の職員

調査時期:2007年11月 ～2008年1月

回収人数:公 共発注機関31名 建設企業97名 他2名

主な質問項 目:契約変更 ・追加工事の処理,プ ロジ

ェク トマネジメン トの知識 と活用度等

(なお,建 設企業の回答者の うち13名 は国際建

設プロジェク トの経験を持ってお り,国 際建設

プロジェク トにおける実態 も併せて質問 した)

a)契 約変更 ・追加工事の処理

(1)契約変更 ・追加工事の発生に対す る認識

図-3.は 契約変更 ・追加工事の発生に対する認識

についての回答結果 を示す ものである.80%以 上の

プ ロジェク トにおいて契約変更・追加工事が発生 して

いた と回答 したのは,建 設企業職員の87% ,発 注機

関職員 の71%で あった.ま た,あ る市町村 レベルの

自治体の公開データ8)によれ ば,当 該年度に契約 した

案件83件 の うち,72件 において契約変更が発生 して

いた.こ ういったデー タと合わせてアンケー ト結果

を判断すると,大 半の工事で契約条件変更 ・追加工

事が発生 していることがわかる.

(2)追 加費用請求の実施に対す る認識

図-4は 追加費用請求の実施に対する認識につ

いての回答結果 を示す ものである.80%以 上のプロ

ジェク トにおいて追加費用 を請求 した と回答 した建

設企業職員 は64%,追 加費用請求を受 けたと回答 し

図-3-契 約変 更・追加 工事の発 生に対する認識

図-4追 加費用請求の実施に対する認識
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図-5.工 期延伸 ・追加費用請求図書の作成者

(建設企業,発 注機関計128名 のうち無回答37名 を除く)

図-7.追 加費用決定結果に対する納得度

た発注機関職員 は33%で あり,30ポ イン ト以上の差

が生 じている.こ の状況 をみ ると,コ ン トラクター

側の追加費用請求を発注者側が認 めない といった状

況が発生 しているとも考 えられ る.

(3)工期延伸 ・追加費用請求図書の作成

工期延伸 と追加費用請求図書 を誰が作成 したかに

つき,確 認 を行 った.回 答結果を図-5.に 示す.設

計変更の枠組みは発注者主導で成 されていることが

伺 えるが,「 概要説明」,「 事実証明に関す る記

述」 と 「請求コス トと時間に関す る定量的実証」に

図-6.追 加費用の決定方法

図-8.CPMの 知識 ・使用経験 の有無

おいて`"作 成せず"と い う回答が15%か ら24%あ る

ことは,透 明性 といった観点からすると大いに問題

視 しなければならいないことになる.な お,国 際建

設 プロジェク トにおける実態 を,本 アンケー ト回答

者 における国際建設プロジェク トの経験者13名 に確

認 したところ,「 契約的請求根拠の実証」はもちろ

んの こと,「 概要説明」,「 事実証明に関する記

述」,「 請求 コス トと時間に関する定量的実証」に

おいて"作 成せず"と い う回答は皆無であった.国

際建設プロジェク トにおける工期延伸 と追加費用請
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求図書の作成において,コ ン トラクターによって行

われていると回答 され たものは 「概要説明書」77%,

「事実証明に関する記述」69%,「 契約的請求根拠」

84%,「 請求 コス トと時 間の定量的実証」92%で あ り,

国際建設プ ロジェク トにおけるクルームの枠組みは

コン トラクターが決定 してい ることが伺えた.

(4)追加費用の決定 と納得度

図-6.は 追加費用 の決定方法についての回答結果を

示す ものである.建 設企業職員 の多くは,「 発注者

側 の案 に従わ された」 とい う認識を持っていること

が伺える.

追加費用決定結果に対す る納得度についての回答

結果 を図-7.に 示す.80%以 上のプロジェク トで納

得 した と答 えたのは建設企業職員の18%,発 注機関

職員 の71%と 大きな認識の差がみ られ る.建 設企業

職員 は,発 注者側に追加費用等 をほぼ決定されてい

るとい う認識 をもっているために納得度が低い結果

になった と考 えられ る.な お,建 設企業職員は今後

の設計変更に対 してはさらに厳 しい見通 しを持って

いることも伺 える.

b)プ ロジェク トマネジメン トの知識および活用度

プ ロジェク トマネジメン トはプ ロジェク トの遂行に

必要 な各 タスクの階層構造(WBS),各 タスクの相互

関係,各 タスクに必要な リソース(人 ・材料 ・機械な

どの資源),リ ソース配分 の制約条件 な ど,複 雑な

構造を持 っている.こ れ らを体系化 したマネジメン

トス トラクチ ャーを組立て,論 理的な分析 を行 うに

は多 くの労力 と時間が必要 となる.プ ロジェク トマ

ネ ジメ ン トソフ トの導入によ り,プ ロジェク トマネ

ジメン トの全体構造 の把握 が可能にな り,以 下の効

用を得ることができる.

・WBSの 構築が論理的かつ迅速にできる.

・コス トと時間の連携管理が容易にできる.

・生産性変化の影響が定量的に把握 できる.

・実証デー タの分析が論理的かつ迅速にできる.

このようけに プロジェク トマネジメン トソフ トの導

入 は論理的かつ迅速なプロジェク トマネジメン トの

基盤 を形成す るものである.

(1)CPM(Critical Path Method)の 知識 と活用経験

図-8.はCPMに 関す る知識の有無と活用経験につい

て確認 した結果を示す ものである.建 設企業職員の

過 半数がCPMの 知識・使用経験が有 ると回答 したのに

図-9.ス リランカにおけるCPMの 活用状況

図-10.CPMに よるスケジュール管理の組織規定

対 し,発 注機関職員は圧倒的に知識・使用経験が少な

かった.

なお,本 研究では国内におけるCPM活 用状況 との比

較対象 として,ODA等 の資金 で多 くの国際建設プロ

ジェク トが実施 されているス リランカにても下記の

アンケー トを実施 した.

対象1ス リランカの発注機 関,建 設企業,コ ンサル

タン ト企業等の職員

調査時期:2008年3月

回収人数:発 注機 関21名(内 民間1)大 学1名

コンサルタン ト1名 建設企業8名 メーカー6名

質問項 日:CPMの 活用状況

ス リランカにおけるCPMの 活用状況 を図-9.に 示す.

50%以 上のプロジェク トで活用 していると回答 した者

は37名 中23名(62%)に および,我 が国の状況 とは大

きく異なる.契 約管理業務が求め られ る環境 ゆえの

状況であると考 えられ る.

図-10.は 我が国におけるCPMに よるスケジュール管
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図-11:CPMの 活用 方法

図-12-WBSに 関す る知識 と活用経験

図-13.WBSに 基づ く工事資源 管理 を基盤 とし

た コス ト管理の実施状況

理の組織規定について確認 した結果 を示 ものである.

建設企業職員は一部 自主的に使用 しているが,CPMの

使用頻度は低めである.発 注機関職員はCPMに よる管

理 は要求 され ない とうい う回答が大多数であった.

こういった状況 もCPMの 知識 と活用経験が少ない要

因の一つであろ う.

(2)CPM(Critical Path Method)の 活用状況

CPMの 活用方法 につき確認 した結果 を図-11-に 示す.

建設企業職員の多 くは手作業でスケジュール表を作

成 してお り,CPMに よる管理における意識は高い反面,

現時点ではソフ トウェアに対す る関心は低い.発 注

機 関職員はCPMに よる管理への意識が低い(多 くが無

回答)と ともに,ソ フ トウェア活用への関心 も低 い.

(3)WBSに関す る知識 ・活用経験

プ ロジェク トマネジメン トは適切 なWBSの 構築を基

盤 として行われるものであるため,ア ンケー トでは

WBSに 関す る知識 と活用経験を確認 した.結 果を図

-12 .に示す.建 設企業職員,発 注機関職員双方 とも

WBSの 知識 ・使用経験が極めて少ない ことが明 らか

となった.

(4)WBSに基づ く工事資源(Resources)管 理によるコス

ト管理の実施状況

回答結果 を図-13.に 示す.WBSに 基づ く工事資源

(Resources)管 理 によるコス ト管理 を行 っていると回

答 した者 は極 めて少なく,建 設企業職員,発 注機 関

職員双方 ともにスケジュール管理 とコス ト管理 を分

離 して管理 している状況がわかる.

5.我 が国の建設産業の国際競争力の実態 と課題

(1)"相 互信頼"か ら"相互不信頼"の 原理への転換

草柳 は日本の事業習慣 と国際的な習慣 の決定的相違

は 「契約に関す る基本認識」であると述べ,そ の相

違を以下の とお り示 している9).

・日本 国内 の契約 は 「相 互信頼 の領 域 を補 完す

る」 もの として捉 えられている.

・国際建設市場 において実際に用いられている契

約 は 「相互不信頼の領域を管理す る」 目的で作

られているといえるものである.

・相互不信頼を基盤 とす る市場では,契 約先か ら

の意図的な騙 しや強奪に対す る防備機能をプ ロ

ジェク ト遂行のための全マネジメン ト項 目につ

いて しっか りと組み込 んでいな くてはな らない.
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・建設事業のように不確定要素や条件変更の可能

性 を多 く含んだ ものを信頼の基盤で契約を組み

立て,発 注者 とコン トラクター とが"協 調 の精

神"に より実質的に問題処理 をしてゆく形は,

国際建設市場の現実に重ねてみると全 く基盤の

異なるものであるといえる.

この相違 は,我 が国の公共工事標準請負契約約款

と,国 際建設プロジェク トにおいて一般的に用い ら

れ るFIDIC約 款 を比較す ることでも確認す ることがで

きる10).公 共工事標準請負契約約款では"甲 と乙が

協議 して決める"と 記 されている事項において,該

当す るFIDIC約 款の条項では具体的 な問題解決の手続

が しっか りと記載 されている.つ ま り,「 相互不信

頼の領域」を埋 める形 に構成 されているといえる.

本論文の冒頭 で述べた よ うに,国 内市場 の国際化

お よび海外市場への展 開は,我 が国の建設産業従事

者 に対 して,そ の行動原理 を"相 互信頼"か ら"相

互不信頼"へ 転換 させ るこ とを迫 るものである.よ

って,そ のための具体策が必要 となってくる.

(2)我 が国のプロジェクトマネジメント技術の実態

実プロジェク トへの訪問,お よびアンケー ト調査 よ

り,我 が国のプロジェク トマネジメン ト技術は下記

のような状況であることが明 らか となった.

・CPMは ほとん ど活用 されていない.

。WBSの 概念はほとん ど浸透 していない.

・コス トと時間の連動は考 えられていない.

・組織間での正式 な書面に よる意思疎通 は少 ない.

これ らの ことは,前 節 μ1)で述べた 「相互不信頼」

の原理 のもとでは下記の問題 を生み出す こととなる.

・契約条件変更に関する論理的な対応 は難 しい.

・経過 分析 のコス ト管理 が確立 され ていない為,

透明性 の低い コス ト管理システムである.

・事実を証明す る資料が確保 されない.

この状態では,3章 で述べたようなプロジェク トマ

ネジメン ト技術を保有す る海外企業 に対 して,国 際

競争力は期待できない こととなる.こ のことは建設

企業だけの問題ではない.国 内市場に海外企業が参

入す ることを考 えると,発 注者が海外企業の発す る
"ク レーム:Claim"に 対応できるか とい う観点でも

疑問が残 る状況である.

(3)"ク レーム:Claim"と"設 計変更:Deslgnchange"

我が国の公共工事 にお ける追加費用・工期延伸の請

求は,"ク レーム:Claim"で はなく,""設 計変更:Design

change"と い う形で処理 され る.こ の状況に対 し,米

国のコンサルティングエ ンジニアであるKrisR.

Nielsenは,著 書3)の中で下記の指摘を行っている.

・コン トラクターか らはク レー ムではな く,公 的

機 関 としての尊厳や"正 しいこ と"を して くれ

る とい う役割 に訴 えた手紙や"御 願 書"が 出 さ

れ る。

・"`御願書"は,発 注者が本来意 図 していた,又

は要求 していた ものに対す る変 更があった こと

を示唆する形で書かれ る。

・コン トラクターが御願書で"設 計変更"と い う

言葉 を使 う理 由は,発 注者 に対 し"原 設計が貴

方の意図に よって変更 され たので,コ ン トラク

ター は追加費用(も し必要な ら工期 の延長 も)を

頂 く必要がある"と い う論理なのである.

・発注者 は,受 容 できる範囲での変更に関わる時

間 と費用 を,自 らの数字 を用いて計算 し,そ の

結果 をコン トラクターに伝える.

・日本 のプロジェク トマネ ジメン トの唯一の変数

は費用の総額 と最終工期だ けである.プ ロジェ

ク トの完成 が近づ くと,コ ン トラクターは増加

費用 を補 うためけに 何 もかもを含 めた設計変更

願いを提出す る.

・常に総額 しか見つ めていない とい うことになる

と,コ ス トが実際 に発生 し,会 計処理 され るま

で,変 更 を個別 に"摘 出"す る ことができない

ことになる.

以上,KrisR.Nielsenの 指摘であるが,前 章で述べた

実態調査やアンケー ト結果 はこの指摘 を裏付けるも

のであるといえる.国 際市場で行われる"ク レーム:

Claim"と 我が国の設計変更は共に追加費用や工期延

長 を請求す るものであるが,下 記の点で大きく異な

ると考えられ る.

クレーム:互 いが約束 した"`契 約条件の変更"を ど
(Claim)う 扱 うか とい う点が重要であ り

,"契 約条

件の変更"に よって生産性 ・時間 ・コス ト

が どの ように変化 したかをデー タに基づき

検証する

設計変更:最 終的に双方納得できる結果 を導 くこと

が重要であ り,設 定条件 を白紙 に戻 して,

新たに時間とコス トを算定す る
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図-14積 算における施工計画書,工 事費内訳書

及び工程表の連携についての意識(建 設企業職員)

図-15.入 札審査にお ける施 工計画書,工 事費 内訳

書及 び工程表の連携の取り扱い(発 注機関職員)

言葉 を変 えれば,ク ルームは現在に至る過程を検

証 した うえで解決策を見出す ものであ り,設 計変更

は今後の動向を推測 し,仕 切 りなおす方策であると

捉え られ る.

社会基盤整備に対す るニーズが多 く,国 民がプ ロジ

ェク トの透明性 よりも迅速な執行 を求 めていた時代

には,我 が国の設計変更プロセスは"ク レーム:

Claim"の 対応 と異な り,双 方が詳細な過去のデータ

を積み上げて分析する手間を要 さないため,あ る意

味では生産 性の高いものであ り,こ れまでの産業環

境 に合致す る面があった といえる.ま た,発 注者側

が十分な資金 を保有 し,コ ン トラクターを満足 させ

る追加費用を供給できるならば,コ ン トラクター側

は発注者側の追加費用算出プロセスを問題視す るこ

とはなかったことも想像できる.我 が国の設計変更

プロセスは,こ うした市場環境の下で定着 し,現 在

に至るものと考えられ る.

(4)我 が国に於ける契約管理の問題点

しか し,建 設産業を とりま く市場環境 は変化 した.

国民はプロジェク トの透明性 を重視するようになっ

た.発 注者は公共建設投資の減少を背景 として,限

図-16.プ ロジェクト遂行管理標準の実用性 に関

する意識

られた予算での事業執行 を求め られてい る.現 在の

設計変更プ ロセスは現在の市場環境に適 さない面も

出てきていると考えられ る.

また,設 定条件を白紙に戻 して,新 たに時間とコス

トを算定するとい う"仕 切 り値 しの論理"は 別の問

題 も生み出 してい る.我 が国の建設企業のマネジメ

ン トシステムでは,「 施工計画書」,「 スケジュー

ル表(工 程表)」,「 工事費内訳書」の関連性が極

めて希薄 となっている.本 来連携 され るべきこれ らの

管理基準書類の連携 性が薄い(図 一14.お よび図-

15)と 同時に,そ れぞれの精度 ・実用性 も高 くない

(図-16)と い うアンケー ト結果 も得 られている.

つま り,発 注者 とコン トラクターの間で共有 されて

いるこれ らの管理基準書類が形式的な存在 として位

置づ けられて しまっていることが想像できる."仕

切 り値 しの論理"の 存在 により,こ ういった状況が

定着 して しまっているものと考えられ る.

こ ういった状況 においては,コ ス ト,時 間,生 産性

の連携が不足 し,論 理性 ・実証性が不足 した追加費
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用 と工期延伸の解決がな され,プ ロジェク ト遂行の

透明性が低下する とい う問題が生 じる.ま た,「 施

工計画書」,「 スケジュール表(工 程表)」,「 工

事費内訳書」の精度低下は品質欠陥問題を生み出す

原因 ともな りうる.

6.結 論

3章 で述べた実態調査の対象 となった米国企業にお

いては,文 書による意思疎通,証 拠 としての文書保

管,ソ フ トウェアを用いた生産性 ・時間・コス トに関

する各種分析,と いった業務 が-連 のプロジェク ト

マネ ジメン トシステム として体系化 され,機 能 して

いることが確認できた.こ ういったシステムが具備

されてきた背景の一つ として,国 際建設プ ロジェク

トにおいてはプロジェク トの施工計画書,ス ケジュ

ール表,工 事費内訳書 といった管理基準書類が契約

的拘束力 を持つ とい う事情が挙げ られ るものと考え

られ る.国 際建設プロジェク トにおいてはこれ らの

管理基準書類の内容を初期値 とし,契 約条件の変更

によって変化 した生産性・時間 ・コス トをデー タに基

づき分析 した上で論理性のある請求(ク レーム)を

行わなけれ ば,相 応の追加費用 ・工期延伸を得 ること

ができない.こ ういった状況が,厳 密な契約管理業

務を遂行す るためのプロジェク トマネ ジメン トシス

テムを具備す ることの重要性 を増 してきた もの と想

像できる.

一方
,我 が国を対象 として実施 した4章 のアンケー

ト結果からは,米 国企業 と同 レベルのプロジェク ト

マネ ジメン トシステムを具備す ると判断 され るよ う

な組織はほ とん ど見出せなかった.そ の背景として

は,5章 で述べたよ うに設定条件を白紙 に戻 して,新

たに時間とコス トを算定す るとい・う"仕 切 り値 しの

論理"を 基盤 とする,我 が国の"設 計変更:Design

change"プ ロセスの定着が挙げられる.同 時けに 我

が国においては業務着手前に業務範囲や判断基準を

厳密 に設定せず,相 互が応用動作で効率的に業務を

処理 してゆくといった方式が取 られることも少 なく

ない.こ ういった産業慣習のもとでは厳密な契約管

理業務 を遂行す るためのプロジェク トマネジメン ト

システムを具備する必要性は薄かった もの と想像で

きる.

しか し,今 後,国 内外 の市場において"競 争の原

理"が 拡大することとな り,契 約 に基づ くプロジェ

ク ト遂行の理念が必要 となって くる.こ ういった状

況 においては発注者 とコン トラクターが共有できる,

論理的かつ透明性 のある契約管理が必要 となって く

る.契 約管理には"事 実を証明"す るデータと分析

機能が必要であ り,プ ロジェク トマネジメン トソフ

トウェアの活用 はその有効な解決策である といえる.

我が国の建設産業の国際競争力向上のためには,発

注者,コ ン トラクター,コ ンサル タン トも含 め,ソ

フ トウェアを活用 したプロジェク トマネジメン ト技

術 を導入することが必要 と考えられる.そ のために

は,大 学等の教育機関においてもソフ トウェアを活

用 したプロジェク トマネジメン ト技術の教育プログ

ラムを開発・充実す ることが必要 となって くる.

また,先 に述べたように,ソ フ トウェアを用いたプ

ロジェク トマネジメン ト技術は,施 工計画書,ス ケ

ジュール表,工 事費内訳書 といった管理基準書類が

契約的拘束力 を持つことで,そ の重要性 が増すこと

となる.我 が国の建設産業の国際競争力向上のため

には,施 工計画書,ス ケジュール表,工 事費内訳書

といった管理基準書類に契約的拘束力 を持たせるこ

とを早急 に行 うことが必要であると考 える.
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A study on the concrete measure for developing competence of Japanese construction industry 

in international construction market

Takashi GOSO, Shunji KUSAYANAGI, Yukiko KAKUZAKI and Kotaro YOSHINAGA

Japanese construction industry after the burst of bubble economy is facing problems such as reduction of domestic construction 

investment and low bidding for construction projects. Moreover, there have been growing concerns on opening the Japanese 

construction market to international constructors, reforming bidding system and eradicating the collusive bidding- Dango in 

construction projects. It is assumed that future prospect of construction market includes entry of overseas companies to Japanese 

 construction market and expansion of overseas business of Japanese construction companies in outside world. These issues require 

the Japanese construction industry to change its operating principle from "principle of cooperation" to "principle of competition". 

In addition, the Japanese construction industry will require having project management competitiveness in addition to 

technological excellence in order to be competitive in international construction market. This paper presents a comparative study of 

 project management in construction in Japanese and the US construction industry. The findings discussed in this paper are useful 

for the construction industry stakeholders for construction industry reformation and for improving international competitiveness of 

Japanese contractors.
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